
臨時職員賃金内容
（平成28年度、北海道）
	区分
	内　　　　　　　　　　　容

	■第１種、第２種、第３種臨時職員
	・学歴等に関わらず定額支給
給料日額　6,670円（行政職給料表１－１／21日（10円未満切り捨て））


　※第１種－一般事務・技術職員で２カ月以上６カ月以内の期間だけを定めて採用されるもので、事情によっては６カ月以内に限定して一回だけの更新が認められる。

　　第２種－現業の職員。

　　第３種－一般事務・技術職員・現業職員すべて。採用期間が２カ月以内に限定され、更新は一切認められていない。
一般職に属する非常勤職員の給与及び諸権利（道）

○　給与（報酬）制度

＜報酬基本額（毎年４月１日を基準日として算出）＞
	手　　当　　名
	　　　　　　内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	給料相当額
	基礎給料月額　×　勤務時間割合

※①　基礎給料月額：定数内職員と同様の方法により算出した給料月額及び給料の調整額の合計額
②　勤務時間割合：その者について定められた１週間の勤務時間を38時間45分で除して得た割合
	07年４月

	給料の調整額
	給料の調整額＝調整基本額×調整数

（算定方法、経過措置は別紙）
	96年４月

	地域手当相当額
	（基礎給料月額＋※扶養手当相当額）×支給割合×勤務時間割合
	札幌＝３％

	特地勤務手当相当額
	定数内職員の場合の手当額×勤務時間割合
	82年６月

	寒冷地手当相当額
（勤務時間が定数内職員の４分の３の者）
	定数内職員と同様（別記１）に算定した月額×５÷12
	73年３月

06年４月

07年４月

	期末手当相当額

（勤務時間が定数内職員の４分の３の者）
	（給料相当額＋扶養手当相当額※ａ＋地域手当相当額＋加算割合額※ｂ）×275/100×1/12

※ａは、扶養手当相当額の経過措置対象者のみ。

※ｂは、加算割合額は、基準日において、その任用が引き続き１年を超える者の内、別表に掲げる要件を満たす者に係わる期末手当相当額基礎額及び勤勉手当相当額基礎額については、給料相当額及びこれに係わる地域手当相当額の合計額の100分の５に相当する額を加えて得たものとする。
加算割合額＝（給料相当額＋これに対する地域手当相当額）×5/100
	

	勤勉手当相当額
（勤務時間定数内職員の４分の３の者）
	（給料相当額＋地域手当相当額＋加算割合額※b）×140/100×1/12

※ｂは期末手当相当額の説明に同じ
	


別　表
	職　　　　　種
	要　　　　　　　　　件
	率

	行　政　職
　医　療(２)

　医　療(３)
	３級相当以上の者で基準日の属する年度の４月１日において、次のいずれかの要件を満たすもの

①　高校卒後の経験年数が16年以上

②　年齢が34歳以上
	

	行政職
　医　療(２)

　医　療(３)
	行政職給料表４級、医療職給料表(２)５級又は医療職給料表(３)４級若しくは５級の号給であるもの

	


	廃止に伴う経過措置
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	扶養手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続く扶養親族について、同日における額上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。
	73年３月

07年４月

	住居手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続き要件を満たす場合に、前年度の額を上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。※自宅所有者にかかる住居手当は廃止
	85年４月

07年４月


＜通勤費報酬額＞支給単位期間毎に算定して支給
	手　　当　　名
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	通勤費報酬額
	交通機関利用者　定数内職員と同様。

自動車等使用者　定数内職員と同様。ただし、隔日勤務で下回る場合は実費。
	


＜報酬加算額＞実績がある月分を算定し翌月に支給

	手　　当　　名
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	時間外勤務手当

	(ｱ) その者いついて定められた勤務時間外に勤務することを命ぜられた場合

ａ　勤務日（休日等を除く）における時間外勤務100/100（7時間45分を超える部分は125/100）｝
ｂ　勤務日以外の勤務　135/100

（定数内職員の正規の勤務日に相当する日にあってはaと同じ割合）

ｃ　上記の勤務が22時以降翌日５時までの場合は、上記の割合に25/100を加算
(ｲ) 週休日の振り替等で当初割り振られた１週間の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、１週間の勤務時間が38時間45分を超えることとなった場合（休日等のある週の扱いにあたっては、別途定めあり。）25/100
	(注)１時間当たりの報酬加算額～給料相当額（地域手当相当額、特地勤務手当相当額又は通勤費報酬額の報酬加算額を受ける者は、各額を加算した額）に12を乗じ、その額を1週間当たりの勤務時間に52を乗じたものから７時間45分に勤務時間割合を乗じて得た時間にその者の任用の

	
	(ｳ) 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命じられた場合135/100

(ｴ) 正規の勤務時間として、午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務した場合25/100
	日に属する年度の４月１日から翌年３月31日までの間における給与条例に規定する祝日法のよる休日(土曜日に当たる日を除く)及び年末年始の休日（日曜日又は土曜日に当たる日は除く）の日数の合計を乗じて得た時間を減じたもので除して得た額。

	休日・夜間勤務手当
	定数内職員と同様
	

	特殊勤務手当
	①日額の場合　勤務日数分の額
②月額の場合　定数内職員の月額×勤務時間割合
③時間の場合　勤務日数分の額
	73年３月


○　休暇制度 

■定数内職員と一般職非常勤職員との休暇制度の比較　　　　

	
	定数内職員
	一般職非常勤職員

	＜年次有給休暇＞
	

	年次有給休暇
	暦年20日

（前年に残日数があれば当該残日数を加算した日数（20日を限度））

ただし、２月以降の新規採用者については、採用月に応じ２日～18日の範囲で別に定められている。

	有給
	　
29時間未満

29時間以上
初年度

10日

10日

次年度

11日

15日

３年度

12日

20日
４年度

以　上

１日／年度加

算で20日まで

20日
（翌年度の繰り越しを認める）

ただし、年度途中の新規採用者については、採用月に応じ２日～10日の範囲で別に定められている。
	有給

	＜特別休暇＞

	夏季休暇
	夏季（７月から９月までの間）において３日以内（分割取得可能）
	有

給
	定数内職員と同様
	有

給

	リフレッシュ休暇
	・勤続30年表彰を受けた日の翌日からの１年間で３日間以内

・勤続20年に達した日の翌日からの１年間で２日間以内

（分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	

	忌引休暇
	死亡した者の続柄に応じ、１日から７日
	
	定数内職員と同様
	

	法要祭日休暇
	職員が父母（配偶者の父母含まず）の追悼のため特別な行事のため勤務しない場合、１日以内
	
	定数内職員と同様
	

	結婚休暇
	連続する５日以内（週休日等含む）
	
	４日以内
	

	配偶者出産休暇
	３日以内（時間単位・分割取得可能）
	
	２日以内（時間単位・分割取得可能）
	

	妊娠障害休暇
	つわり等の障害により、勤務が困難な場合

　14日以内（分割取得可能）
	有
給
	つわり等の障害により、勤務が困難な場合　７日間以内（分割取得可能）
	


産後　８週間

	
	
	定数内職員と同様
	
	

	育児参加休暇
	職員の配偶者が出産する場合で、職員がその出産予定日の前日から起算して８週間（多胎妊娠の場合は14週間）前の日から出産の日後８週間を経過する日までの間において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する（授乳・付き添い・保育園への送迎等）

５日間以内（１日又は１時間単位で分割して取得可能）
	
	定数内職員と同様
	無

給


生後２年に達しない子を育てる場合、１日２回合わせて90分（30分単位）

	
	有

給

	生理休暇
	１回３日以内（分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	

	ボランティア休暇
	１暦年に５日以内（分割取得可能）。東日本大震災に際し災害救助法が適用された市町村[東京都の市町村を除く]の区域内におい活動を行う場合にあっては、７日以内（７日への期間延長については、2011(Ｈ23)年12月31日までの時限改正）
	
	定数内職員と同様
	

	住居滅失休暇
	災害により住居滅失、破壊の場合、７日以内
	
	定数内職員と同様
	

	災害事故休暇
	災害、交通機関の事故等で通勤不能の場合及び伝染病予防法による交通制限等で通勤不能の場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	官公署出頭休暇
	職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人としての国会、議会、官公署に出頭する場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	公民権行使休暇
	選挙権その他公民権を行使する場合、必要と認められる期間。
	
	定数内職員と同様
	

	災害時退勤休暇
	災害時の退勤途上の危険回避の場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	骨髄移植休暇
	骨髄バンクへの登録、骨髄提供に係る一連の手続を行う場合、必要期間
	
	制度なし
	―

	子の看護休暇
	①中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護をする場合、１年に５日以内（子が２人以上の場合には、10日以内）

②子に全ての予防接種や健康診断を受けさせる場合も取得可能

③分割して取得することが可能
	
	定数内職員と同様


	有

給

	短期介護休暇
	負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある配偶者、父母、子、配偶者の父母等の世話をする場合　１年に５日以内（要介護者が２人以上の場合には10日）
	
	定数内職員と同様
	無

給


	＜病気休暇＞

	病気休暇
	・１回の病気休暇の上限期間は、生理による場合、公務災害等の場合、勤務の軽減措置を受けている場合[人工透析による病気休暇を含む]の休暇の期間を除き、連続する90日。

・連続する８日以上の期間の病気休暇を使用した職員が、その病気休暇期間の末日
	有

給
	・公務上のもの　必要な期間

（付与単位は日又は時間）

・１年度につき50日（週休日等除く）

（ただし、週29時間未満勤務者については40日）
	有

給

	
	から、実勤務日が20日に達するまでの間に、再び病気休暇を使用したときは、前後の病気休暇の期間は連続しているものとみなされる。
	
	
	

	＜介護休暇＞


連続する６月の期間内において必要と認められる期間。

	
	無

給
	①介護の対象者

　定数内職員と同様

②介護休暇の期間

　介護を必要とする一つの継続する状態ごとに連続する93日の期間内において必要と認められる期間。
	無

給
	

	＜家族介護欠勤＞

	家族介護欠勤
	対象者は介護休暇と同じ。

１暦年180日以内
	無

給
	配偶者及び２親等以内の親族

年間10日以内で必要とする期間（人事課と協議　最大60日）
	無

給

	＜職務専念義務免除＞

	職務専念義務免除
　
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給

	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合
	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合（無給）
	

	
	・道の特別職として事務を行う場合

・兼職として国家公務員の職に従事

・地位を兼ねる団体等の役職員の事務に従事
	
	
	無

給

	
	・職員が小学校就学の始期に達するまでの子に予防接種法に定める予防接種（種痘の検診及びツベルクリン反応検査を含む。）を受けさせる場合（「子の看護休暇」を全て取得した場合に限り申請できる。「子の看護休暇」へ制度を統合したことに対する、当分の間の経過的な取扱い）。　　　　　　　　　　　　　　　　等
	
	制度なし
	―

	冬季職免
	１月１日から３月31日の期間内に２日（１日単位、分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	有

給

	＜育児休業＞

	育児休業

	　子が３歳に達する日(満３歳の誕生日の前日)までの継続した期間。同一の子については１回(特別の事情がある場合を除く)。配偶者が育児休業中や専業主婦（夫）の場合でも育児休業を取得することが可能（育児休業、育児短時間勤務、部分休業）。また、夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわらず、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業を取得後３月以上経過した場合は、再度の育児休業を取得できる。
　特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間を延長できる（再度手続きが必要）。
	無
給
	①　②及び③以外の場合は、子が１歳に達する日 
②　配偶者が子の１歳到達日以前に育児休業をしている場合は、子が１歳２か月に
達する日（最長１年間）　※１

③　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当する非常勤職員が１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする場合は、子が１歳６か月に達する日　※２

・非常勤職員又は配偶者が子の１歳到達日において育児休業をしている場合
	無
給

	
	
	無

給
	・子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合 ※３

※１　育児休業の期間の初日とされた日が子の１歳到達日の翌日後である場合又は配偶者がしている育児休業の期間の初日前である場合を除く。

※２　人事委員会規則で定める場合にあっては、人事委員会が定める日   
※３　保育所における保育の実施を希望し、申し込みを行っているが、子の１歳到達日後の期間について、当面その実施が行われない場合　など

・特別な事情(※４)がある場合を除き、同一の子については１回

※４　「育児休業が取り消された後、当該取消事由がなくなった場合など」、「１歳から１歳６か月までの育児休業を取得しようとする場合」、「任期の末日まで育児休業を取得している職員で、任期の更新等に伴い、引き続き育児休業を取得しようとする場合」
・特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間を延長できる（再度手続きが必要）。
	無

給

	部分休業
	　小学校就学前の子を養育する場合、１日２時間以内（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦(夫)の場合でも部分休業を取得することができる。
※育児休暇を取得している場合は２時間から育児休暇の時間を減じた時間。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時間単位で減額
	　３歳未満の子を養育する場合、１日の勤務時間から５時間45分を減じた時間の範囲内で最長２時間（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦(夫)の場合でも部分休業を取得することができる。

※育児休暇を取得している場合は、１日の　　　勤務時間から５時間45分に育児休暇の時間を加えた時間を減じた時間の範囲内。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時間単位で減額


※「育児休業」を取得することができる非常勤職員

①　一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４条第３項の規定により採用された短時間勤務職員（修学部分休業中等の職員の代替職員）。
②　任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
③　子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という）を超えて引き続き在職することが見込まれる非常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過する日までの間に、任期が満了し、かつ、任期が更新されないこと又は同一の任命権者において引き続き採用されないことが明らかである非常勤職員を除く）。
④　勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上である非常勤職員）。
　⑤　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当し、１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする非常勤職員。
(1) 非常勤職員本人が子の１歳到達日に育児休業をしている場合。
(2) 子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合

⑥　任期の末日まで育児休業をしている非常勤職員で、任期の更新又は採用に伴い、引き続き育児休業をしようとするもの

※「(育児)部分休業」を取得することができる非常勤職員

①　特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
②　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上であり、かつ、１日の勤務時間が６時間15分以上である非常勤職員）
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